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検討の視点と資料構成

・自立相談支援機関の在り方について

ー 新型コロナウイルス流行下で顕在化した支援対象者への相談支援、急迫した現物ニーズへの対応、関係

機関との連携等、自立相談窓口の機能強化について

論点整理検討会第１回において示された議論の視点

■ 相談者が急増し、相談者像が変化する中で、困窮者を伴走型で支援していくという制度本来の役割が果たせるよ
うにする必要があるのではないか。（勝部委員、生水委員、立岡委員、宮本委員）

■ フードバンクの活動についてヒアリングを行うべきではないか。（立岡委員）

■ 制度、支援者目線で支えるだけではなく、地域の方が相互に「気にかける」という関係性の理解促進や、SOSを
発する方法、出されたSOSへの対応の方法を学ぶ場が必要ではないか。（池田委員）

■ コロナ禍で顕在化した、困窮した外国人への対応（就労、住宅）について議論すべきではないか。（勝部委員、
駒村委員、田辺委員）

論点整理検討会第１回における主な意見について

今回の資料の構成

１．新型コロナウイルス前後での自立相談支援機関の相談者像・支援ニーズについて ・・・・・・・ P.２～６

２．新型コロナウイルス前後での関係機関との連携の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.７～９

３．自立相談支援における居場所・ICT活用の状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.10～13

４．前回制度改正以降の動き（利用勧奨、支援会議、委託の在り方含む支援体制の確保） ・・・・・ P.14～29

５．自立相談支援事業のあり方に関する検討の視点 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P.30～32 1



１．新型コロナウイルス前後での自立相談支援

機関の相談者像・支援ニーズについて

2

【データに関する留意事項】
※ 生活困窮者自立支援統計システム［抽出時点：2021年９月３日］

○ 新型コロナの影響による申請・相談等の急増に伴い、以下の通りシステムへの入力を簡素化しているため、全ての新規相談が入力されている

ものではないことに留意。

・ 緊急小口資金等の特例貸付については、自立相談支援事業等による支援を実施し、相談受付・申込票により利用申込をする場合のみ入力。

・ 住居確保給付金の支給のみでプラン作成をしない場合は入力不要とし、自立相談支援事業による継続的な支援や、その他の任意事業等を活用

する場合のみ入力。

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査

（北海道総合研究調査会）

・ 福祉事務所設置自治体（906自治体）に調査票を送付し、速報値として478件（都道府県26、政令指定都市10、特別区９、中核市38、一般市

377、町村18）の回答を集計（回収率：52.8%）。

※ 令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（北海道総合研究調査会）

・ 福祉事務所設置自治体等（907自治体）に調査票を送付し、 546件（都道府県39、基礎自治体507）の回答を集計（回収率：都道府県83.0％、

基礎自治体59.0％）

・ 福祉事務所未設置自治体（町村881ヵ所）に調査票を送付し、451件の回答を集計（回収率：51.2％）。



新型コロナウイルス感染症による相談者像の変化（相談者の属性）

○ 相談件数の増加については９割以上の自治体が「よくあてはまる」又は「ややあてはまる」と回答しており、

特に「解雇・雇い止め等による非正規労働者」や「個人事業主」が増えたと感じている自治体が８割を超えて

いる。他にも、６割以上の自治体が、就労支援が必要な人、家計や住まいに課題がある人、高齢困窮者、若年

層、外国籍の人からの相談が増えたと感じている。

※ 令和２年度厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（北海道総合研究調査会）

n=507（基礎自治体）

よくあてはまる ややあてはまる
あまり

あてはまらない
全く

あてはまらない

相談件数が増えた 83.6% 8.5% 5.5% 1.4%

相談件数が減った 0.0% 1.0% 8.7% 88.2%

就労支援が必要な人からの相談が増えた 41.8% 37.3% 16.6% 2.6%

解雇・雇い止め等による非正規雇用労働者からの相談が増えた 52.1% 32.5% 11.8% 2.0%

勤務所得を補てんするための職業紹介の相談が増えた 16.0% 34.9% 37.5% 9.3%

家計に課題（多重債務等を含む）のある人からの相談が増えた 26.2% 38.5% 31.0% 2.4%

住まいに課題のある人からの相談が増えた 39.8% 37.7% 17.2% 3.6%

高齢困窮者からの相談が増えた 21.5% 37.5% 33.5% 5.9%

地域のひきこもりに関する課題（８０５０等）が顕在化した 5.5% 24.7% 52.7% 15.4%

ひとり親家庭・貧困世帯の子どもに関する課題が顕在化した 12.4% 36.1% 38.9% 10.8%

若年層からの相談が増えた 28.4% 45.4% 21.7% 3.0%

学生からの相談が増えた 11.6% 16.2% 32.0% 37.9%

個人事業主からの相談が増えた 53.3% 31.6% 9.1% 4.5%

外国籍の人からの相談が増えた 45.2% 21.3% 11.6% 19.9%

相談者の数・状態像ともに変化はない 2.0% 4.3% 13.6% 78.3%

※ 赤色：「よくあてはまる」と「ややあてはまる」の合計が８割以上、黄色： 「よくあてはまる」と「ややあてはまる」の合計が６割以上。

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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○ プラン作成者におけるこれまでの相談歴をみると、コロナ前後で「就労関係機関」、「生活・金銭支援関係

機関」、「その他」が増加している。

○ 具体的にみると、「社会福祉協議会」、「家計改善支援機関」、「食糧支援関係団体」、「外国人支援団

体・相談窓口」、「家族・親族・その他キーパーソン」など行政以外の相談歴の件数が増加している。

プラン作成者におけるこれまでの相談歴

※ 生活困窮者自立支援統計システムより抽出

自立相談を利用する相談者のこれまでの相談歴の変化

①生活・金銭支援関係機関の件数内訳 2020年1月 2021年1月

行政の税担当部署 41 97
行政の保険・年金担当部署（年金事務所含む） 26 44
社会保険労務士 0 1
家計改善支援機関 5 52
食糧支援関係団体（フードバンク等） 3 32
小口貸付（生活福祉資金除く） 51 477
社会福祉協議会（生活福祉資金） 10 1486
社会福祉協議会（日常生活自立支援事業） 1 77
成年後見人制度の支援機関 6 4
法テラス・弁護士・司法書士 13 64
消費生活センター・消費生活相談窓口等 6 14

②その他の件数内訳 2020年1月 2021年1月

他地域の生活困窮者自立相談支援機関 4 29

民生委員・児童委員 20 35

外国人支援団体・相談窓口 0 21

ひきこもり支援機関 2 18

ＮＰＯ・ボランティア団体 16 23

商店街・商工会等経済団体 0 4

町内会・自治会、福祉委員、近隣住民 8 4

ライフライン民間事業者（電気・ガス・水道） 0 6

保健所（動物・ペットの多頭飼育等） 0 0

社会福祉協議会（資金、日常生活自立支援以外） 6 106

その他行政の担当部署 140 128

家族・親族・その他キーパーソン 3 49

その他 66 252

2020年1月
(n=3032)

2021年1月
(n=4245)

就労関係機関
（ハローワーク、地域若者サポートステーション等）

4.9% 15.6%

医療機関
（病院、無料低額診療実施機関等）

2.0% 5.8%

障害者関係機関
（基幹相談支援センター、精神保健福祉センター等）

2.9% 6.5%

高齢者関係機関
（地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等）

4.3% 4.4%

子ども・ＤＶ関係機関
（行政の子ども家庭担当部署、学校等）

4.3% 6.2%

生活保護関係機関
（福祉事務所、支援機関等）

17.3% 20.8%

警察 0.2% 0.9%

更生保護関係機関
（更生保護施設、地域生活定着支援センター等）

0.1% 0.2%

生活・金銭支援関係機関 5.3% 55.3%

住まい支援関係機関
（居住支援協議会、不動産・保証関係会社等）

0.0% 1.6%

その他 8.7% 15.9%

※（左表）赤色：2020年1月から2021年1月にかけて５％以上増加している項目、（右表）黄色： 2020年1月から2021年1月にかけて10倍以上件数が増加している項目4



27.4%

49.4%

10.5%

14.6%

15.3%

18.4%

43.9%

16.3%

22.0%

13.4%

33.9%

16.5%

25.3%

41.8%

37.2%

47.1%

33.5%

53.1%

50.6%

42.9%

47.1%

51.0%

53.8%

49.6%

57.7%

53.6%

21.5%

4.8%

33.9%

38.7%

24.9%

22.4%

5.4%

29.3%

19.2%

24.7%

7.1%

18.0%

14.2%

1.0%

0.4%

2.3%

6.9%

0.8%

2.9%

0.2%

1.7%

2.3%

1.5%

0.8%

1.0%

0.2%

8.2%

8.2%

6.3%

6.3%

5.9%

5.6%

7.5%

5.6%

5.4%

6.7%

8.6%

6.7%

6.7%

93.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１．緊急時の住まいの提供（一時的な居所確保）

２．緊急時の食料供給

３．衣料品など食料品以外の物資の提供

４．独自の資金貸付・給付

５．コロナ禍以前の就労支援や就労準備支援事業の拡充

６．無料職業紹介事業等を活用しての有期の暫定的な仕事のあっせん

７．ハローワークとの連携による就労支援

８．緊急雇用創出事業等行政機関等による一時的な雇用創出事業の実施

９．居住支援（住まい探し、住宅入居等支援事業等の対象拡大等）

10．教育委員会・学校との連携

11．家計（債務含む）に関する相談

12．新たなつながりの場づくり（子ども食堂、通いの場、見守り支援等）

13．アウトリーチ型の支援

14．その他

とても重要・必要だと思う

重要・必要だと思う

あまり重要・必要だと思わない

まったく重要・必要だと思わない

無回答

新型コロナウイルス感染症の影響により顕在化した支援ニーズ①

○ 「緊急時の食料供給」「ハローワークとの連携による就労支援」「家計に関する相談」については、８割
以上の自治体が、重要・必要であると回答している。

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮

者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会）

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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新型コロナウイルス感染症の影響により顕在化した支援ニーズ②

○ 「緊急時の食料提供」、「衣料品など食料品以外の物資の提供」、「独自の資金貸付・給付」では、連携
先機関として社会福祉協議会の割合が高い。また、「緊急時の食料提供」は、ＮＰＯ法人との連携も比較的
多くみられる。

○ 「新たなつながりの場づくり」では、連携先機関としてＮＰＯ法人の割合が高い。また、「その他」の割
合が高くなっており、ボランティア団体や地域住民、子ども食堂、大学等の地域資源が挙げられている。

コロナの影響により顕在化した支援ニーズに対する取組状況

自治体／
自立相談
支援機関
のみで実
施

他機関・
団体等連
携して実
施

無回答 合計

①緊急時の住まいの提供（一時的な居所確保） 68 45 0 113

②緊急時の食料提供 58 244 1 303

③衣料品など食料品以外の物資の提供 37 63 2 102

④独自の資金貸付・給付 41 43 0 84

⑤コロナ禍以前の就労支援や就労準備支援事業の拡
充（体制整備、支援プログラムのアップデート等）

17 27 3 47

⑥無料職業紹介事業等を活用しての有期の暫定的な
仕事のあっせん（日払いを含む）

18 11 0 29

⑦ハローワークとの連携による就労支援 60 147 7 214

⑧緊急雇用創出事業等行政機関等による一時的な雇
用創出事業の実施

6 0 1 7

⑨居住支援等の対象拡大、自治体による住宅確保 21 26 1 48

⑩教育委員会・学校との連携 23 23 1 47

⑪家計（債務含む）に関する相談 109 77 7 193

⑫新たなつながりの場づくり 6 44 0 50

⑬アウトリーチ型の支援 44 38 3 85

⑭その他 3 11 0 14

連携している機関（複数回答）

社会福祉
協議会

社会福祉法人
（社協以外） NPO法人 その他 全体

① 17.8% 13.3% 31.1% 64.4% 100.0%

② 65.2% 13.1% 39.3% 25.0% 100.0%

③ 79.4% 23.8% 22.2% 27.0% 100.0%

④ 83.7% 9.3% 2.3% 20.9% 100.0%

⑤ 55.6% 29.6% 29.6% 40.7% 100.0%

⑥ 54.5% 18.2% 27.3% 72.7% 100.0%

⑦ 11.6% 2.0% 4.8% 85.0% 100.0%

⑧ - - - - -

⑨ 26.9% 11.5% 26.9% 53.8% 100.0%

⑩ 17.4% 8.7% 21.7% 78.3% 100.0%

⑪ 57.1% 5.2% 2.6% 46.8% 100.0%

⑫ 43.2% 20.5% 50.0% 59.1% 100.0%

⑬ 55.3% 23.7% 23.7% 36.8% 100.0%

⑭ 45.5% 0.0% 18.2% 36.4% 100.0%

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会） 6



２．新型コロナウイルス前後での関係機関との

連携の状況
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34.7%

32.4%

20.7%

20.3%

14.9%

1.9%

18.6%

11.1%

7.9%

14.4%

27.0%

50.8%

19.5%

17.8%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

16．市町村税

17．市町村営住宅

18．都道府県営住宅

19．水道

20．教育委員会

21．消防

22．保健所・保健センター

23．消費生活センター

24．警察

25．年金事務所

26．雇用・産業

27．ハローワーク・マザーズハローワーク

28．地域若者サポートステーション

29．職業訓練機関

30．その他

43.1%

22.4%

24.3%

17.4%

18.4%

30.1%

10.7%

28.2%

13.6%

17.4%

6.9%

7.5%

8.2%

32.0%

26.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

１．生活保護・福祉事務所

２．高齢者福祉

３．障害者福祉

４．地域福祉

５．児童福祉

６．ひとり親

７．自殺対策担当

８．地域包括支援センター

９．児童相談所・児童家庭支援センター

10．障害者就業・生活支援センター

11．地域子育て支援センター

12．成年後見制度に係る中核機関

13．婦人相談所・配偶者暴力相談センター

14．国民健康保険

15．年金

新型コロナの影響により新たに連携を強化した機関・分野について①

○ 生活保護・福祉事務所やハローワークとの連携強化が多いものの、その他にもひとり親、地域包括支援セ

ンター、税・保険部局、市町村営住宅、雇用・産業など、幅広い分野で新たに連携強化が図られた。

行政機関

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮
者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会）

赤枠：25％以上の項目

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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56.1%

12.8%

36.4%

2.1%

1.7%

22.0%

10.7%

4.4%

4.2%

9.0%

9.4%

7.5%

3.6%

5.0%

22.6%

39.5%

0% 20% 40% 60%

31．社会福祉協議会

32．社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）

33．法テラス・弁護士（会）・司法書士会

34．消費者保護団体

35．医師会

36．医療機関（精神科）

37．医療機関（上記37「精神科」以外）

38．更生保護施設等

39．保育所・幼稚園

40．小学校

41．中学校

42．高等学校

43．その他の学校・大学等

44．教育支援関係者・団体

45．民生委員・児童委員

46．フードバンク活動団体

18.6%

9.4%

6.9%

8.6%

18.2%

19.5%

10.5%

3.6%

14.2%

5.9%

1.9%

2.7%

14.0%

21.3%

1.5%

11.9%

1.7%

0% 20% 40% 60%

47．NPO法人・ボランティア団体（46以外）

48．経済団体（商工会議所や事業協同組合等）

49．生活協同組合

50．農業者・農業団体

51．民間企業（求人開拓）

52．民間企業（就労体験等の協力事業所）

53．町内会・自治会、福祉委員

54．その他の地域住民

55．電気・ガス等の供給事業者

56．介護サービス事業者

57．新聞配達所

58．郵便局

59．居住支援協議会

60．不動産業者、家主等

61．日本政策金融公庫

62．多文化共生センター等外国人支援団体

63．その他

新型コロナの影響により新たに連携を強化した機関・分野について②

○ 社会福祉協議会に加え、法テラス・弁護士等、フードバンク活動団体と新たに連携を強化した自治体が３

割以上見られた。

行政機関以外

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮
者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会）

赤枠：25％以上の項目

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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３．自立相談支援における居場所・ICT活用

の状況
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自立相談支援機関と他機関が連携した居場所づくりの取組事例

高知県宿毛市

他機関と連携した取組

○ 自立相談支援機関のある建物敷地内のスペースに、地元企業

や関係団体の協力のもと、農場（あったかファーム）を設置。

○ ひきこもりの方が農作業を行うのみならず、高齢者による農

場指導や近隣高校による農場管理など、様々な主体の居場所・

交流の場として機能している。

宮城県栗原市

○ 自殺防止、悩み相談を目的として、自立相談支援機関が、地

域のお寺の住職と共に、家以外の居場所作りのカフェを開催。

○ 自殺対策を主眼に置いた「栗原市いのちを守る総合対策計

画」を策定し、自立相談支援機関の他、多重債務や健康等の専

門相談との連携体制の構築や情報発信を行うことで、経済的困

窮や社会的孤立の防止に取り組んでいる。

京都府京丹後市

○ 閉鎖された保育所を活用し、社会的に孤立している人をサ

ポートする目的で、拠点施設「黒部の居場所『ひまわり』」を

平成２８年１月にオープン。

○ 拠点施設では、ひきこもりなどで外に出ることに慣れていな

い人を対象とした社会参加支援のほか、労働者協同組合と連携

した就労体験による居場所づくり事業等を実施し、自立相談支

援機関が利用につなげている。

○ 地域住民を対象としたイベントを定期的に開催することで、

多世代交流イベント等を通じた地域との繋がりや、1次産業等

の地域資源を活用した都市農村交流を行うなど、支えあい、助

け合う地域づくりに取り組んでいる。

あったかファーム

住職による居場所づくりカフェ

社会的孤立者支援拠点施設

※令和2年度実績
社会参加支援：4人 就労体験：18人 施設利用者約1,000人

○ 10年以上、医療受診を拒否してい

たひきこもりの利用者が、参加者と

のやりとりのなかで、令和3年10月に

受診を承諾し、健康状態がよくなっ

てきたという事例があがっている。

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会）

において、居場所づくりの取組を行っていると回答した自治体の事例を基に、困窮室でヒアリングを実施して整理したもの。

○ 自立相談支援機関や関係者などが連携し、地域住民が広く集い、交流することができる場づくりの取組が

広まってきている。
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自立相談支援事業におけるICTを活用したオンライン相談

○ ICTを活用したオンライン相談の実施割合は約２割に留まっており、利用しなかった理由では設備、機器

がなかったことが最も高い。

○ ICT利用のメリットとしては、『対面に抵抗感がある人の相談がしやすくなった』や『移動時間等を考慮

せず、効率的に相談を実施できる』という割合が高い一方、 デメリットとして、『対象者の心身の状況や

生活実態の把握がしづらい』という割合が高い。

I CTの活用状況

20.3%

78.0%

一部の面談や支援等に

ICTを活用した

いずれの面談や支援等にも

ICTを活用しなかった

ICTを活用しなかった理由

該当するケースがなかった 34.6%

対面で実施すべきと判断した 37.8%

オンライン相談に関する情報セキュリティ対策が十分でない 22.5%

オンラインで実施するための設備、機器がなかった 45.8%

オンラインで実施するための方法がわからなかった。機器の取扱ができな
かった。

11.5%

その他 6.2%

ICTを活用した理由

メリット デメリット

潜在的な相談ニーズが顕在化しやす
かった

15.3% 対象者の生活実態が把握しづらい 63.3%

対面に抵抗感がある人の相談がしや
すくなった

57.1% 対象者の心身の状況が把握しづらい 65.3%

気軽にコミュニケーションをとれる
ようになった

23.5%
インターネットの接続不良による中
断等の理由で、相談が円滑に進まな
い

7.1%

対象者の特性上、オンラインによる
相談の方が継続しやすい

16.3%
機材が不足しているため、多くの相
談ができない

13.3%

移動時間等を考慮せず、効率的に相
談を実施することができる

52.0% その他 15.3%

その他 21.4% 特になし 7.1%

特になし 1.0%

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会） 12



生活困窮者自立支援・ひきこもり支援の推進 ６７４億円＋事項要求（５５５億円）

生活困窮者自立支援制度の各種事業の安定的な体制整備や子どもの学習・生活支援の充実を図るとともに、民間団体独自の支援
との連携・ICTの活用等による生活困窮者自立支援の体制・機能強化を図る。
また、休業等に伴う収入減少により、生活に困窮し、住居を失った又は失うおそれが生じている方に対し、アパート等への入居支援や
定着支援、住居確保給付金の支給を行うほか、生活困窮者支援等のための地域づくりを推進する。

＜主な充実内容＞

① 生活困窮者自立支援制度の各種事業の安定的な体制整備
自立相談支援事業における相談件数の増加や、特例貸付利用者に対する継続的な支援の必要性など、コロナ禍を契機とした支援
ニーズの増大に対応できるよう、就労準備支援事業や家計改善支援事業、一時生活支援事業等の安定的な体制整備を図る。

② 自立相談支援機関等の支援体制の強化【新規】
新たな支援層の顕在化や孤独・孤立問題の深刻化等、従来の支援ニーズよりも多様化している現状を踏まえ、民間団体独自の支援
との連携や現場の職員が支援に注力するための事務処理体制の強化など、自立相談支援機関等の支援体制の強化を図る。

③ ICTの活用等による生活困窮者自立支援等の機能強化【新規】
各種事業や関係機関担当者の連携やオンライン相談の推進等を図るため、生活困窮者支援の現場におけるICT化を促進する。

④ 居住支援の支援体制強化【新規】
住まいの確保に困窮している者や不安定居住者が増加している現状を踏まえ、住まいに関する相談体制の強化、ホームレス含め
ネットカフェ等で寝泊まりする不安定居住者へのアウトリーチ支援の強化、一時生活支援事業の共同実施への支援の強化など、安定
した住まいの確保を推進する。

⑤ 子どもの学習・生活支援事業の充実
保護者への進路相談会の開催や子どもの体験学習など、保護者も含めた世帯全体への支援の充実を図る。

⑥ 生活困窮者支援等のための地域づくりの推進【新規】
身近な地域において、地域住民による共助の取組の活性化を図り、安心して通える居場所の確保や地域資源を活用した連携の仕組
みづくりに資するよう、生活困窮者支援等のための地域づくりを推進する。

生活困窮者自立支援制度における令和４年度概算要求の概要
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４．前回制度改正以降の動き

（利用勧奨、支援会議、委託の在り方含む

支援体制の確保）

14



【関係部局等との連携状況】

○ 基礎自治体では法改正前後で大きな差はみられないが、「ひきこもり地域支援センター」や「市町村営住宅」と連

携している割合がやや高くなっていた。

○ 都道府県についても、法改正前後で大きな差はみられないが、法改正後には、「市町村税」や「住まい支援関係

者」と連携している割合がやや高くなっていた。

自立相談支援事業等の「利用勧奨」の努力義務の創設に係る対応状況

○ 平成30年改正において、各部局（福祉、就労、教育、税務、住宅等）で 生活困窮者を把握した場合に、

自立相談支援事業等の利用勧奨を行うことが努力義務とされた（第８条関係）。

○ 法改正前後を比較すると、連携強化のための取組の実施が進む一方、２割以上の自治体が「特に実施して

いない」と回答している。

（n=507, 複数回答可）

※ 令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・
分析等に関する調査研究事業報告書」（北海道総合研究調査会）より引用。

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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平成３０年法改正前後の関係機関との連携の状況

○ 自立相談支援事業等の利用につながった実績のある関係部局の状況をみると、生活保護や社会福祉協議会

等からつながった割合が高いが、平成３０年法改正前後でみると概ね横ばいとなっている。

自立相談支援事業等の利用につなげた関係機関の状況

96.6%

83.6%

83.6%

75.1%

73.8%

54.4%

49.1%

60.0%

68.6%

55.0%

7.1%

37.1%

34.5%

70.8%

20.5%

19.5%

25.2%

94.1%
84.0%

83.0%

75.1%

73.6%

56.2%

50.1%

60.4%

70.2%

59.0%
6.9%

38.3%

36.1%

69.8%

20.5%

21.1%

26.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

生活保護

高齢者福祉

障害者福祉

児童福祉

ひとり親

保健

年金

国保

市町村税

市町村営住宅

消防

教育委員会

水道

ハローワーク

年金事務所

都道府県住宅

児童相談所

平成30年法改正前 平成30年改正後

※ 令和２年度厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」

32.1%

29.2%

42.2%

84.4%

74.2%

21.7%

16.6%

14.0%

9.7%

37.1%

30.6%

32.0%

10.7%

55.0%

18.1%

10.1%

11.6%

35.3%

32.1%

45.2%

84.2%

74.8%

23.3%

18.7%

18.9%

10.5%

38.7%

32.0%

34.3%

11.2%

56.2%

21.3%

9.9%

11.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

学校

地域若者サポステ

DV関係

社会福祉協議会

民生委員

自治会

電気・ガス等

ひきこもり地域支援センター

よりそいホットライン

弁護士等の法曹関係者

消費生活センター

警察

地域定着支援センター

病院関係者

住まい支援関係者

シルバー人材センター

保育所等の子育て関係事業者

平成30年法改正前 平成30年改正後

n=507（基礎自治体。複数回答可）

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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112

75

24

97

0 20 40 60 80 100 120

必要性を感じない

人員不足等により設置に向けた

取組ができていない

必要性は感じるが、どのように

設置すればよいかわからない

その他

支援会議を設置しない理由

支援会議設置状況

○ 平成30年改正で新設された支援会議については、約３割の自治体が設置済み・設置予定ありの状況であ

り、効果としては、関係機関間の情報共有やそれによる役割分担の促進が挙げられている。

設置済み 274自治体（30.3％）

設置予定あり 87自治体（9.6％）

未設置 544自治体（60.1％）

支援会議の設置状況（H30改正事項)

※ 令和２年度社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（北海道総合研究調査会）

166

126

108

105

95

36

21

14

13

10

0 50 100 150 200

関係機関間の情報の共有化

関係機関間の役割分担の促進

生活困窮者等に対する迅速な支援の開始

支援につながっていない者の早期把握

関係機関による継続的支援体制の構築

改正法の基本理念や定義への理解の深化

保健医療分野との関係強化

雇用・産業分野との関係強化

住民の地域福祉への参加意欲向上

その他

支援会議の開催による効果

※令和元年度事業実績調査

第１回生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会（令和３年１０月２５日）資料再掲
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自立相談支援事業の支援員の配置状況

○ 制度施行当初からの支援員の推移をみると、前回の平成30年見直し前後では各種支援員の人数は概ね横ば

いとなっている。

○ 足下の専任の割合をみると、主任相談支援員、相談支援員、就労支援員は４割～５割となっている。ま

た、その他（事務員等）の専任割合は上昇傾向にある。

支援員の配置状況

※ H27～H30「生活困窮者自立支援制度の実施状況調査」（困窮室調べ）、R1「生活困窮者自立支援法等に基づく各事業の事業実績調査」（困窮室調べ）（R2年度は集計中）

1,257 人
1,281 人 1,248 人

1,228 人 1,223 人

51.6%

39.7% 40.9% 42.3% 42.2%

H27 H28 H29 H30 R1

主任相談支援員

人数 専任の割合

2,284 人 2,660 人 2,734 人

2,815 人 2,858 人

44.0% 40.4% 38.5%

54.8% 53.6%

H27 H28 H29 H30 R1

相談支援員

人数 専任の割合

1,698 人

1,831 人
1,859 人

1,817 人

1,848 人

22.9% 17.6% 15.5%

49.5% 49.0%

H27 H28 H29 H30 R1

就労支援員

人数 専任の割合

445 人
449 人

506 人
512 人

16.0%
19.4%

26.3%

34.6%

H28 H29 H30 R1

その他（事務員等）

人数 専任の割合

（注）「その他
（事務員等）」は
H28から把握。

（注）暫定値のため、今後変更がありえる。
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人口規模別にみた自立相談支援事業における支援員の推移

○ 人口１０万人あたりの平均支援員数（全体）をみると、全体的に概ね増加傾向で推移している。

○ 一方、足下の状況（令和元年度）をみると、人口１０万人以上の自治体の支援員数は、全体平均よりも

低くなっている。

人口規模別にみた自立相談支援事業における人口１０万人あたりの平均支援員数（全体）

※ H27～H30「生活困窮者自立支援制度の実施状況調査」（困窮室調べ）、R1「生活困窮者自立支援法等に基づく各事業の事業実績調査」（困窮室調べ）

H27 H28 H29 H30 R1

5万人未満 7.84 人 7.93 人 8.22 人 8.26 人 8.40 人

5万人以上10万人未満 4.14 人 4.47 人 4.31 人 5.25 人 5.41 人

10万人以上30万人未満 2.69 人 3.33 人 3.40 人 3.35 人 3.36 人

30万人以上50万人未満 1.96 人 2.30 人 2.26 人 2.39 人 2.43 人

50万人以上100万人未満 1.76 人 1.66 人 1.69 人 2.11 人 2.20 人

100万人以上 3.59 人 3.68 人 3.10 人 3.54 人 3.17 人

全体 3.14 人 3.48 人 3.37 人 3.69 人 3.68 人

（注）暫定値のため、今後変更がありえる。
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自立相談支援機関における各種支援員の役割

○ 主な役割として「相談支援全般」のほかでみると、マネジメント職員育成、社会資源開拓、関係機関との

関係づくり等の渉外業務のいずれも主任相談支援員が担う役割は大きい。

○ 社会資源開拓については、制度上、主任相談支援員が担うものとされているが、他の職種と比べると大き

な差は見られていない。

各種支援員の主な役割

主任相談支援員 相談支援員 就労支援員

相談支援全般 98.7% 99.4% 92.9%

相談支援業務のマネジメント職員育成 76.7% 20.8% 16.9%

社会資源開拓
（就労・参加の場の開拓等） 68.5% 48.3% 59.2%

住民への制度周知や関係機関との関係
づくり等の渉外業務 86.1% 61.9% 51.6%

○自立相談支援機関における各種支援員が担っている役割 n=905（自治体数）

※ R1「生活困窮者自立支援法等に基づく各事業の事業実績調査」（困窮室調べ） 20



自立相談支援事業における支援員の経験年数の状況

○ 各種支援員の経験年数を見てみると、主任相談支援員では「５年以上」が最も高い割合となっており、相

談支援員及び就労支援員は「１年以上３年未満」の割合が高い。

支援員の経験年数

（n=465）

（n=1304）

（n=480）

15.3%

26.7%

22.5%

28.4%

31.4%

32.5%

17.0%

16.7%

19.0%

39.4%

25.2%

26.0%

主任相談支援員

相談支援員

就労支援員

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

１年未満 １年以上３年未満 ３年以上５年未満 ５年以上

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会） 21



自立相談支援事業における支援員の職歴の状況

○ 各種支援員の職歴を見てみると、主任相談支援員及び相談支援員は「相談員・指導員（ソーシャルワー

カー系職員）」の割合が高い。

○ また、就労支援員は他の職種に比べて「キャリアカウンセラー・キャリアコンサルタント」の割合が高い。

支援員の職歴

※複数回答

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会）

①相談員・
指導員
（ソーシャ
ルワーカー
系職員）

②介護支援
専門員（ケ
アマネ
ジャー）

③介護職
員・ホーム
ヘルパー
（ケアワー
カー系職
員）

④保育士
⑤看護師・
保健師

⑥理学療法
士・作業療
法士（リハ
系職員）

⑦事務職員
⑧社会福祉
協議会職員

⑨キャリア
カウンセ
ラー・キャ
リアコンサ
ルタント

⑩自治体
職員

⑪その他

主任相談支援員 39.1% 12.6% 13.3% 3.2% 1.9% 0.2% 10.2% 35.9% 2.7% 24.5% 6.1%

相談支援員 41.9% 16.5% 21.8% 4.6% 4.4% 0.4% 18.3% 37.0% 6.2% 21.8% 10.6%

就労支援員 20.5% 5.4% 10.6% 1.9% 0.3% 0.0% 17.3% 20.8% 17.6% 17.9% 12.5%
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自立相談支援事業の運営状況

○ 自立相談支援事業は、直営が３割となっており、６割は委託によって運営されている。

○ 委託先の状況をみると、社会福祉協議会が８割を占めている。

自立相談支援事業の運営方法

※ R1「生活困窮者自立支援法等に基づく各事業の事業実績調査」（困窮室調べ）

n=905

31.3%

60.8%

8.0%

自立相談支援事業の運営方法

直営 委託 直営＋委託

8.7%

77.2%

0.2%

10.8%

5.8%

11.7%

0.8%

5.6%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社等

NPO法人

生協等協同組合

その他

委託先の状況
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（参考）委託先の選定にあたっての留意点

○ 平成３０年の制度見直しにおいて、「生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアル」を改正し、

委託の選定にあたっては、質を踏まえた選定を行うことを留意点として示したところ。

３ 事業の実施

（２）事業委託の方法
ウ 委託先の選定に当たっての留意点

事業の委託のあり方について、社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会報告書（平成29年12月15日）に
おいて、
○ 法に基づく事業については、多くの事業において委託を可能としている中、施行後3年と間もない状況において、その
着実な実施・浸透を図っていくためには、事業における支援の質や、積み上げてきた信頼関係の継続性の確保や、質の
高い支援を行うことができる従事者の育成・確保が重要である。

○ 法に基づく事業について、事業における支援の質や継続性の観点から、マニュアルの改正等により、自治体に対して、
その委託に当たっての留意点等を示すべきである。

とされている。

これを踏まえ、委託先の選定に当たっての留意点を以下のとおり示すので、今後の法に基づく事業の委託先の選定に
当たっての仕様書及び選定方法等を作成する際の参考とされたい。
・ 委託先の選定等に当たっては、事業の質の維持の観点から、これまでの事業の評価結果を踏まえたものであること
・ また、事業の内容に着目した選定が望ましいこと
・ さらに、事業を利用する方の視点も踏まえた選定が望ましいこと
・ 自治体の契約のルールも踏まえつつ、事業の継続性の観点にも留意すること
・ また、制度の着実な実施・浸透を図っていくためには、従事者の質的・量的確保を配慮した視点も重要であること
・ 委託先の選定に当たっては、事業の内容を中心とした総合的な評価を行うことが事業の質の維持等の観点から適切で
あり、価格のみの評価を行うことはその観点から必ずしも適切でないこと

局長通知「生活困窮者自立支援制度に係る自治体事務マニュアル」（令和３年２月１日第９版）（抜粋）
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自立相談支援事業における委託先の選定状況

○ 自立相談支援事業を委託する場合の委託先の調達方法について、企画提案を考慮して調達している割合は約２

９％となっている。

○ 企画提案を考慮して調達している自治体において、委託先を選定する選定基準をみてみると、ほとんどの自治

体が「事業内容に関する実績・能力」をあげている。そのほか、理念・基本方針や組織の運営管理が多く、次い

で、「人材の確保・育成」、「職員の就業状況・処遇への配慮」等の職員の質に係る項目もあげられている。

○ なお、「随意契約（企画提案なし）」を行う自治体の中には、事業の実施可能な団体が地域内で限定されるた

めに、その調達方法を採用している場合があることに留意が必要。

委託先の調達方法

（n=341）

企画提案を考慮して調達している自治体
の委託先の選定基準（評価の内容）

※複数回答
割合

事業内容に関する実績・能力 96.9%

理念・基本方針、事業計画の策定 71.1%

組織の運営管理 70.1%

人材の確保・育成（職員の教育・研修に
関する計画、実施）

64.9%

職員の就業状況・処遇への配慮 26.8%

特になし 0.0%

その他 6.2%

企画提案を考慮して
調達している割合

（①～③合計）約３割
①

②

③

0.6%

4.1%

0.6%

1.2%

68.0%

24.0%

一般競争入札

（価格のみ）

一般競争入札

（企画提案と金額を考慮する総合評価）

指名競争入札

（価格のみ）

指名競争入札

（企画提案と金額を考慮する総合評価）

随意契約

（企画提案なし）

随意契約

（企画提案あり）

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会） 25



委託先の選定別でみた支援員の配置状況

○ 自立相談支援事業の委託にあたり、質の観点から企画提案を考慮して委託している場合の支援員の配置状

況をみると、主任相談支援員では「５年以上」経験のある職員を配置している割合が高い。

委託先の選定別の支援員の配置

（n=105）

8.6%

16.2%

21.0%

54.3%

17.2%

31.9%

15.8%

35.0%

1

年
未
満

1

年
以
上3

年
未
満

3

年
以
上5

年
未
満

5

年
以
上

①主任相談支援員

質を評価して委託 左記以外

25.3%

30.6%

14.6%

29.5%
27.4%

31.8%

17.7%

23.1%

1

年
未
満

1

年
以
上3

年
未
満

3

年
以
上5

年
未
満

5

年
以
上

②相談支援員

質を評価して委託 左記以外

23.6%

40.9%

15.7%
19.7%

22.1%

29.5%

20.1%

28.3%

1

年
未
満

1

年
以
上3

年
未
満

3

年
以
上5

年
未
満

5

年
以
上

③就労支援員

質を評価して委託 左記以外
（n=360） （n=412） （n=892） （n=127） （n=353）

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会） 26



委託先の選定別でみた相談支援の状況

○ 自立相談支援事業の委託にあたり、質の観点から企画提案を考慮して委託している場合の相談支援状況を

みると、新規相談件数及びプラン作成件数のいずれも平均件数が多い。

委託先の選定別の人口１０万人当たりの１か月の平均

（n=97） （n=381）

56.6 

42.4 

質を評価して委託 左記以外

9.6 

7.6 

質を評価して委託 左記以外

（n=97） （n=381）

平均新規相談件数 平均プラン作成件数

※ 令和３年度社会福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症等の影響を踏まえた生活困窮者支援のあり方に関する調査研究事業」アンケート調査速報値（北海道総合研究調査会） 27



自立相談支援事業における法改正やコロナ禍の影響を踏まえた人員配置の取組状況

○ 平成３０年法改正における生活困窮者に対する自立の支援を行うための適切な人員配置に関する努力義

務の規定や、コロナ禍を踏まえた自治体の人員配置の取組状況について、法改正による影響よりもコロナ禍

による影響を受けて支援員の増員等が行われている。

○ 人員配置の充実が必要な理由では、「支援員の負担が過大となっている」割合が高い。

法改正やコロナ禍の影響を踏まえた人員配置の状況

※ 令和２年度厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」

n=507

①人員配置の充実が必要な理由 （ｎ＝３６７。複数回答）

①法改正の努力義
務を受けて

②コロナ禍に伴う
対応強化に向けて

対象者が多く、十分な個別支援ができていない 24.8% 49.3%

支援員の負担が過大となっている 46.0% 79.6%

支援員の研修・教育体制が不十分である 8.7% 11.7%

担当エリアが広い 6.0% 8.4%

経験・スキルを有する支援員の配置が難しい 25.9% 26.2%

出口となる社会資源開発（雇用先、協力企
業、地域の居場所等）が進まない 16.6% 15.0%

職員を募集しても集まらない 9.5% 10.4%

その他 6.8% 4.1%

②人員配置の充実が必要ない理由 （ｎ＝２２２。複数回答）

①法改正の努力義
務を受けて

②コロナ禍に伴う
対応強化に向けて

現在の状況で対応することができているため 77.9% 51.8%

現在の状況で効果的な支援ができているため 16.7% 9.0%

支援対象者が少ないため 9.5% 11.7%

予算が不足しているため 3.2% 2.3%

その他 0.9% 0.9%

15.0%

7.9%

28.8%

40.4%

0.2%

7.7%

30.6%

8.1%

29.8%

26.0%

0.2%

5.3%

人員配置の充実が必要であり、

具体的に増員等を行った

人員配置の充実が必要であり、

具体的に増員等を予定していた（している）

人員配置充実が必要だが、

増員等の予定はなかった（ない）

現在の人員配置で十分であり、

増員等の必要性は感じていない

減員の見通しだった

（見通しである）

わからない・未定・無回答

法改正やコロナ禍の影響を踏まえた人員配置の取組状況

①法改正の努力義務を受けて ②コロナ禍に伴う対応強化に向けて
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自立相談支援事業における適切な人員配置を行うための取組

○ 自立相談支援事業における人員配置の取組状況について、「自立相談支援機関へのヒアリング調査」が

32.1％、「支援実績等のデータ独自に分析」が14.6％となっている。また、少ないながらも、事業計画を策

定し、その達成状況を踏まえて確認している取組も見られている。

○ 支援実績の分析状況について、分析を行っている割合は約４割となっており、そのうち、分析結果を活用

し、事業運営の見直し・改善に反映している割合は17.4％となっている。

適切な人員配置の促進のための取組

※ 令和２年度厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」

n=507

55.0%

21.1%

17.4%

5.5%

1.0%

支援実績データの分析を行っていない

支援実績データの分析を行っているが、事業運

営の見直し・改善には反映できていない

支援実績データを分析し、それを踏まえ事業運

営の見直し・改善に反映している

わからない

無回答

支援実績の分析・評価

n=507

３８．５％

2.2%

14.6%

32.1%

3.6%

3.2%

50.7%

「自己評価分析ツール」の活用

支援実績等のデータを独自に分析

自立相談支援機関へのヒアリング調査

事業計画を策定し、その達成状況の

評価指標として人員配置の状況を確認

その他

特になし

適切な人員配置を行うための取組
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自立相談支援事業のあり方に関する検討の視点①

検討の視点①多様なニーズに応じた支援への対応

○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、生活困窮者へ

の支援ニーズは増大し、非正規雇用の労働者やひとり親世

帯などのほか、個人事業主やフリーランス、学生等の従来

とは異なる支援層が顕在化している。

○ こうした新たな支援層は、平時においては必ずしも公的

な支援を必要としておらず、相談支援等を利用した経験が

ないことも多く、生活困窮者支援の現場では新たな関係性

づくりや多様なニーズに応じた支援が課題となっている。

○ こうした中、NPO法人や社会福祉法人等による独自の取

組として、フードバンクによる食糧提供や、社会福祉法人

による「地域における公益的な取組」の一環とした現物給

付などの取組が行われており、こうした独自の取組と制度

の中核である自立相談支援機関が連携しながら、多様な

ニーズに応じた支援が取り組まれている。

現状・課題

○ コロナ禍において顕在化した従来とは異なる支援層に対し、自

立相談支援機関は十分な対応が行うことができたか。また、こう

した対応を行う中で見えた課題はどのようなものが考えられる

か。

○ ソーシャルワークを中心に支援を行う自立相談支援機関におい

て、新たな関係性づくりや多様なニーズに応じた支援を行うため

に必要な機能はどのようなものが考えられるか。

○ NPO法人や社会福祉法人等の民間団体を中心に連携して現物給

付の対応が行われているが、連携にあたっての課題は何か。ま

た、こうした連携を進めていく方策をどう考えるか。

検討の視点
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自立相談支援事業のあり方に関する検討の視点②

検討の視点②：アウトリーチ機能の強化

○ 支援を必要とする方に確実に支援を届けるというアウト

リーチの観点から、自立相談支援機関と関係機関との連携

を推進しているところ、新型コロナウイルス感染症の影響

により、福祉・雇用分野に留まらず、税、医療、年金等の

他分野の関係機関との連携強化が図られている。

○ 平成30年の制度見直しにおいては、支援会議の規定を盛

り込み、支援会議の構成員に対して守秘義務を設け、構成

員同士が安心して生活困窮者に関する情報の共有等を可能

としたところ、その効果として、自治体の中には困窮が疑

われるケースの早期発見や地域における支援体制の検討が

しやすくなったとの意見もみられる一方、設置状況は

約３割に留まっている。

○ また、支援の現場では、公的機関への相談に心理的ハー

ドルを感じる方や他者とのつながりが長らく途切れていた

方などを支援につなぐ一環として、居場所づくりの取組が

進んでいる。こうした取組を進めるにあたっては、地域住

民の理解を得ることが重要となっている。

現状・課題

○ 新型コロナウイルス感染症を背景とした支援ニーズの増大を受

け、関係機関との連携は十分に進んでいるか。進んでいない場合

はどのような課題が考えられるか。

○ 支援につながっていない者の早期把握など一定の効果が見られ

ている支援会議の取組を全国へどのように進めていくか。

○ 居場所づくりの取組における課題は何か。また、地域住民の理

解を得ながら、こうした取組を進めていく方策をどう考えるか。

検討の視点
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自立相談支援事業のあり方に関する検討の視点③

検討の視点③人員体制の適切な確保

○ 平成３０年の制度見直しにおいて、自治体に対して、生

活困窮者に対する自立の支援を行うための適切な人員配置

に関する努力義務が規定されたところ、施行後の自治体の

状況をみると、人員配置の充実を認識しつつも、スキルを

有する支援員の配置が難しいなどを理由に、人員の確保に

至っていない自治体が一定割合存在している。

こうした中、コロナ禍を契機に、自立相談支援事業の新

規相談が増加し、人員配置の必要性がさらに高まってい

る。

○ また、自立相談支援事業は、自治体の６割が委託によっ

て運営されており、支援の質を担保するためには委託先の

選定は重要である。

そのため、平成３０年の制度見直しにおいて、自治体事

務マニュアルを改訂し、委託先の選定に当たっては、価格

のみならず、支援の質の維持や継続性、質の高い支援を行

うことができる職員の安定的確保等を踏まえた評価を行う

よう、留意事項を示したところ。

現状・課題

○ 自治体が適切な人員配置を行うための課題はどのようなものが

考えられるか。

また、人材の確保にあたり、不足する人材の業務の内容や必要

な専門性など、具体的にどのような人材が求められているのか。

○ 良質な事業者へ委託する観点から、委託事業者を判断する際の

考慮すべき視点についてどのように考えるか。

また、良質な事業者へ委託するための更なる方策をどう考える

か。

※ 人員体制の適切な確保や良質な事業者への委託については、

自立相談支援事業に限らず、制度全般的に共通する課題として

考える必要がある。

検討の視点
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生活困窮者自立支援制度における他制度との連携について

○ 生活困窮者自立支援制度においては、自立相談支援事業を中核に、他制度と連携しつつ、本人の状態像に応じたきめ細かい支
援を実施することが重要である。また、支援を必要とする方に確実に支援を届けるというアウトリーチの観点から、関係機関が
生活困窮の端緒となる事象を把握した場合には、自立相談支援事業等の利用勧奨を行うことが必要である。

○ さらに、地域資源の開発に当たっても、他制度のネットワークや他機関と連携することが重要である。

連携通知（注）で示した連携の例
（注）「生活困窮者自立支援制度と関係制度等との連携について」
（平成30年10月1日付け事務連絡） 等

生活困窮者
自立支援制度
（自立相談支援機関）

※上記の例にとどまらず、本人の自立支援に資する他制度と連携した支援のあり方については国や自治体において引き続き検討していく。

・対象者の早期
発見に向けた連
携、困窮制度の
活用による市町
村単位での支援

介護保険
（地域包括支援
センター等）

自殺対策
（地域自殺対策推
進センター等）

教育施策
（教育委員会、
スクールソーシャ
ルワーカー等）

住宅施策
（居住支援
協議会等）

地方税制度
（税務担当部局）

年金制度
（年金事務所等）

・住宅セーフティネット制
度と連携した住居に関す
る課題への対応 等

生活保護
（福祉事務所）

農林水産分野
（農政担当部局等）

多重債務者対策
（消費生活相談窓口、
法テラス、弁護士会等）

ひきこもり支援
（ひきこもり地域支援
センター）

子ども・若者育成支援
（子ども・若者支援地域協議会等）

更生保護制度
（保護観察所等）

・生活保護へのつなぎ、生活保護脱却
後の困窮制度の利用（連続的な支援）

・個々の家庭の状況に応じた
専門的・効果的な支援

・児童虐待防止に係る対応 等

・「8050問題」等に対する世帯
全体への包括的な支援

・協議会の効率的な開催 等

・障害や世帯の課題に応じた
連携した対応

・認定就労訓練事業の担い手
確保 等

・自殺の危険性が高
い者への連携した
対応

・インフォーマルな
支援の創出

・地域共生社会の実
現に向けた地域の
ネットワーク強化
等

・ハローワークとのチーム支援やハロー
ワークのノウハウの活用

・求職者支援制度の活用 等

・子どもの状況の背景にある世帯の課題への対応
・高校等の中退の未然防止や学び直しの支援 等

・納付相談に訪れ
る者のつなぎ

・納付相談に訪れる
者のつなぎ

・国民年金保険料免
除制度の周知 等

・納付相談に訪れる者のつ
なぎ

・所得の低い世帯への配慮
措置の周知や申請手続き
の援助

・保険料（税）滞納者への
連携した対応 等

・多重債務者に対す
る専門的な支援と家
計改善支援の連携

・農業分野におけ
る就労の場の確
保（農福連携）

・支援調整会議と子ど
も・若者支援地域協
議会の連携（共同開
催等）

・子ども・若者総合相
談センターとの連携

・矯正施設出所者に対する自立相
談支援機関の情報提供 等

国民健康保険制
度、後期高齢者医
療
制度

労働行政
（ハローワーク、
地域若者サポート
ステーション等）

地域福祉施策
（社会福祉協議
会、民生委員・児
童委員、よりそい
ホットライン等）

障害保健福祉施策
（障害者就業・生活支援
センター等）

ひとり親支
援、
児童福祉施策
（児童相談所等）
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自立相談支援機関とフードバンクとの連携の具体的事例

○ 自立相談支援機関とフードバンクとの連携の具体的事例をみると、フードバンクから自立相談支援機関に

つながるほか、自立相談支援機関が窓口となって食糧提供を行ったり、フードバンクにつないで食糧提供が

行われている例が見られている。

自立相談支援機関とフードバンクとの連携の具体的事例

フードバンク

フードバンクと連携して直接自立相談支援機関

が食糧を提供する場合

自立相談支援機関

相談者

①手持ちの所持金が
ない等の相談

②食糧提供の依頼③食糧を提供

自立相談支援機関がフードバンクにつなぐ場合

④相談者へ
食糧を提供

自立相談支援機関

相談者

①手持ち
の所持金が
ない等の相談

②フードバンクへの
個人情報提供の同意

をもらう

フードバンク

③本人同意を得た上で
フードバンクへ連絡

④相談者へ食糧を提供
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○ 「地域における公益的な取組」の実践に当たっては、地域の福祉ニーズを積極的に把握しつつ、地域の多様な社会資源と連携し、これ
らとの役割分担を図りながら取り組むことが重要であるとともに、自らの取組の実施状況を検証し、職員や地域の関係者の理解を深め
ながら、段階的に発展させていくことが重要。

コロナ禍における食事の提供支援

○ コロナ禍において地域の小さな子どもがいる家庭
や高齢者の負担軽減のため、夕食支援のお弁当を販
売。（東京都内の事例）

【ポイント】
新型コロナウイルス感染拡大に伴い、

元々実施していた地域交流カフェを休業。
代替として、買い物による長時間の外出や
食事づくりの負担軽減を目的として、夕食
支援のお弁当を販売。

複数法人の連携による生活困窮者の自立支援

○ 雇用情勢の悪化による生活困窮者に対し、相談支
援等を実施。（大阪府内の事例）

【ポイント】
複数の法人が拠出する資金を原資とし

て、緊急的な支援が必要な生活困窮者に
対し、CSWによる相談支援と、食料等の現
物給付を併せて実施。

認知症改善塾の実施

○ 認知症の家族を抱える地域住民を対象に、認知症の
症状の改善等のためのノウハウを伝達。（札幌市内の
事例）

【ポイント】
認知症の家族を抱える地域住民を対象

に、認知症の症状の改善等のノウハウを伝
達する塾を開講するとともに、家族に対する
ピアサポートを実施。

地域住民との協働による見守り支援ネットワーク活動

○ 民生委員や地域住民からなる「在宅介護支援連絡員」
を組織化し、高齢者からの様々な相談に応じるととも
に、地域交流サロンの運営等を実施。(石川県内の事例)

【ポイント】
連絡員を通じて、地域の高齢者のきめ細

かなニーズ把握を行い、支援が必要な場合
には、法人の専門サービスにつなぐとともに、
地域のネットワークを強化。

社会福祉法人の責務となっている「地域における公益的な取組」の実践事例

（出典）・全国社会福祉協議会「『地域での計画的な包括的支援体制づくりに関する調査研究事業』報告書」（平成30年度社会福祉推進事業）
・東京都、大阪府の各社会福祉協議会ホームページ等 37
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○ 平成２８年改正社会福祉法において、社会福祉法人の公益性・非営利性を踏まえ、法人の本旨から導かれる本来の役割を
明確化するため、「地域における公益的な取組」の実施に関する責務規定が創設された。

（参考）社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）（抄）
第２４条 （略）
２ 社会福祉法人は、社会福祉事業及び第二十六条第一項に規定する公益事業を行うに当たっては、日常生活又は社会生
活上の支援を必要とする者に対して、無料又は低額な料金で、福祉サービスを積極的に提供するよう努めなければならな
い。

① 社会福祉事業又は公益事業を行う
に当たって提供される「福祉サービ
ス」であること

② 「日常生活又は社会生活上の支援
を必要とする者」に対する福祉サー
ビスであること

③ 無料又は低額な料金で提供されること

○ 社会福祉法人の地域社会への貢献
⇒ 各法人が創意工夫をこらした多様な「地域における公益的な取組」を推進

地域において、少子高齢化・人口減少などを踏まえた福祉ニーズに対応するサービスが充実

（在宅の単身高齢者や障
害者への見守りなど）

（生活困窮世帯の子どもに
対する学習支援など）

【社会福祉法人】

（留意点）
社会福祉と関連
のない事業は該
当しない

（留意点）
心身の状況や家庭
環境、経済的な理
由により支援を要す
る者が対象

（留意点）
法人の費用負担により、料金を徴収しない又は費用
を下回る料金を徴収して実施するもの

地域における公益的な取組

社会福祉法人による「地域における公益的な取組」の実施に係る責務について
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生活困窮者自立支援の機能強化

事業実施主体

都道府県・市・区等
（福祉事務所設置自治体、

９０５自治体）

補助の流れ

厚生労働省

市・区等

自立相談支援機関等

交付金

（905自治体）

事業内容

各自治体において、次の内容など、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた、生活困窮者の自立支援に関する必
要な機能強化を行う。

① 自立相談支援員の加配や、電話・メール・ＳＮＳなどを活用による等による自立相談支援体制の強化

② 生活困窮者が新型コロナウイルス感染症対策である各施策の相談や申込等を行う際の支援を行う補助者の配置や、
補助者に対する職場内訓練等を通じた人材育成

③ 住居確保給付金の申請処理のための事務職員の雇用など、円滑な事務処理体制の強化

④ 多言語対応のための機器購入、通訳配置等による外国籍の方への生活困窮者自立支援の実施

⑤ 家計改善支援員の加配等による家計改善支援体制の強化

⑥ 自治体の商工部門等と連携した就労支援

⑦ 就労準備支援事業等において、オンライン等で実施する支援メニューの開発支援、機器整備。また、Eラーニング教材
の作成や研修等を通じた支援の強化

⑧ 市区等の地域における就労体験・就労訓練先の開拓・マッチングの実施による就労支援の強化

⑨ 子どもの学習・生活支援事業におけるオンライン支援の強化に係る貸出用タブレットの購入、インターネット回線の設
置による遠隔地での学習支援やオンライン相談の実施等

⑩ 子どもの学習・生活支援事業や一時生活支援事業において、困窮者と関係機関（学校、子ども食堂、庁内教育・住宅
部局、不動産関連会社、居住支援法人等）のコーディネ－ト機能を担う職員の加配による支援の強化

⑪ 不安定居住者に対するアウトリーチ支援に係る巡回相談支援の強化

⑫ 不安定居住者に対する一時的な居所確保の強化

⑬ 一時生活支援事業の実施促進に向けた共同実施体制整備への支援強化

⑭ その他自治体の創意工夫による自立相談支援等の強化に資する取組の実施

補助率

国３／４

【要旨】
○ 新型コロナウイルス感染症の影響により、生活に困窮される方への支援の強化が課題となっている。

〇 これまで、第２次補正予算による自立相談支援員の加配等を進めてきたところ、引き続き、自立相談支援体制の強化を図るとともに、地域の課題
や実情を踏まえた家計改善支援の人員体制の強化、就労準備支援や子どもの学習・生活支援事業のICT化、住まい支援の強化等を進めることに
より、出口支援まで一体的に生活困窮者自立支援制度の機能強化を促進する。

令和２年度第三次補正予算
新型コロナウイルス感染症セーフティネット強化交付金（１４０億円）の内数

都道府県
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生活困窮者等の自立を促進するための
生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律の概要

生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化、生活保護世帯の子どもの大学等へ
の進学支援、児童扶養手当の支払回数の見直し等の措置を講ずるほか、医療扶助における後発医薬品の原則化等の措置を講ずる。

改正の趣旨

１．生活困窮者の自立支援の強化（生活困窮者自立支援法）
(1) 生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化
① 自立相談支援事業・就労準備支援事業・家計改善支援事業の一体的実施を促進
・ 就労準備支援事業・家計改善支援事業を実施する努力義務を創設
・ 両事業を効果的・効率的に実施した場合の家計改善支援事業の国庫補助率を引上げ(1/2→2/3)

② 都道府県等の各部局で把握した生活困窮者に対し、自立相談支援事業等の利用勧奨を行う努力義務の創設
③ 都道府県による市等に対する研修等の支援を行う事業を創設

(2) 子どもの学習支援事業の強化
① 学習支援のみならず、生活習慣・育成環境の改善に関する助言等も追加し、「子どもの学習・生活支援事業」として強化

(3) 居住支援の強化（一時生活支援事業の拡充）
① シェルター等の施設退所者や地域社会から孤立している者に対する訪問等による見守り・生活支援を創設 等

２．生活保護制度における自立支援の強化、適正化（生活保護法、社会福祉法）
(1) 生活保護世帯の子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、大学等への進学を支援
① 進学の際の新生活立ち上げの費用として、「進学準備給付金」を一時金として給付

(2) 生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助費の適正化
① 「健康管理支援事業」を創設し、データに基づいた生活習慣病の予防等、健康管理支援の取組を推進
② 医療扶助のうち、医師等が医学的知見から問題ないと判断するものについて、後発医薬品で行うことを原則化

(3) 貧困ビジネス対策と、単独での居住が困難な方への生活支援
① 無料低額宿泊所について、事前届出、最低基準の整備、改善命令の創設等の規制強化
② 単独での居住が困難な方への日常生活支援を良質な無料低額宿泊所等において実施

(4) 資力がある場合の返還金の保護費との調整、介護保険適用の有料老人ホーム等の居住地特例 等

３．ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進（児童扶養手当法）
(1) 児童扶養手当の支払回数の見直し（年3回（4月,8月,12月）から年6回（1月,3月,5月,7月,9月,11月）） 等

改正の概要

平成30年10月１日（ただし、１．(2)(3)は平成31年４月１日、２．(1)は公布日、２．(2)①は平成33年１月１日、２．(3)は平成32年４月１日、３．は平成31
年９月１日※ 等）

施行期日
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前回改正事項①

２．自立相談支援事業等の利用勧奨の努力義務の創設

・事業実施自治体の各部局（福祉、就労、教育、税務、住宅等）において、生活困窮者を把握した場合には、自立相談
支援事業等の利用勧奨を行うことを努力義務化。

・生活困窮者の自立支援の基本理念の明確化
①生活困窮者の尊厳の保持
②就労の状況、心身の状況、地域社会からの孤立といった生活困窮者の状況に応じた、包括的・早期的な支援
③地域における関係機関、民間団体との緊密な連携等支援体制の整備（生活困窮者支援を通じた地域共生社会の実現
に向けた地域づくり）

・定義規定を「生活困窮者とは、就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困
窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者」に見直す。

３．関係機関間の情報共有を行う会議体の設置

１．基本理念・定義の明確化

生活困窮者支援に携わる多数かつ他分野にわたる関係者間において、基本理念や定義の共有を図ることにより、
適切かつ効果的な支援を展開

関係部局との連携強化により、自立相談支援窓口につながっていない生活困窮者を確実につなげ、適切な支援を
実施

・事業実施自治体は、関係機関等を構成員（※）とする、生活困窮者に対する支援に関する情報の交換や支援体制に関
する検討を行うための会議の設置をできることとする。
（※）自治体職員（関係分野の職員を含む）、自立相談支援事業の相談員、就労準備支援事業・家計改善支援事業等法定事業の支援員、

各分野の相談機関、民生委員等を想定。

・生活困窮者に対する支援に関する関係者間の情報共有を適切に行うため、会議の構成員に対する守秘義務を設ける。

会議における情報共有等の結果、世帯全体としての困窮の程度の把握等が進み、深刻な困窮状態にある生活困窮
者や困窮状態に陥る可能性の極めて高い生活困窮者等への早期、適切な支援が可能 41
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関係機関職員
福祉、就労、住宅等

困窮事業の
受託事業者

教育委員会
学校関係者

地域包括支
援センター

郵便局

ＮＰＯ
各種団体

社会福祉
協議会

地域住民

サービス提供
事業者

支援会議
関係機関間の情報共有

地域の支援体制の検討の場 支援会議からの協力依頼
に基づく情報等の提供
は、個人情報保護法や他
の法令による守秘義務に
反することにならない。
※一方的な情報提供等で
はなく双方向の情報交換
等が行われる場合には、
協力要請時に構成員の委
嘱を行うことが必要。

（資料又は情報提供
等の協力依頼）

（資料等の提供）

第三者等へ漏らした場
合は守秘義務違反！！

1年以下の懲役又は100万円以下の罰金

関係機関の狭間で適切な支援が行われないといった事例の発生を防止するとともに、深刻な困窮状態にある世帯など
支援を必要とする人を早期に把握し、確実に相談支援につなげる重要な一手法となることを期待

○ これまでの生活困窮者に対する支援については、関係者間での会議体が法定されていないことから情報共有が進まず、深刻な
困窮の状態を見過ごしてしまったり、予防的な措置を取ることが困難であったりすることが問題視されてきた。

○ このため、改正法では『支援会議』を法定し、会議体の構成員に対して守秘義務を設け、構成員同士が安心して生活困窮者に
関する情報の共有等を行うことを可能とすることにより、地域において関係機関等がそれぞれ把握している困窮が疑われるよう
な個々の事案の情報の共有や地域における必要な支援体制の検討を円滑にする仕組みを新設。

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議の概要

新聞配達所

ライフライ
ン事業者

守
秘
義
務
が

及
ぶ
範
囲

構成機関外の

関係機関等

（参考）支援会議のイメージ

◆ 本人の同意が得られないた

めに支援調整会議で共有を図

ることができず、支援に当

たって連携すべき庁内の関係

部局・関係機関との間で情報

の共有や連携を図ることがで

きない事案

◆ 同一世帯の様々な人がそれ

ぞれ異なる課題を抱え、それ

ぞれ専門の相談窓口や関係機

関等で相談対応が行われてい

るが、それが世帯全体の課題

として、支援に当たって連携

すべき関係機関・関係者の間

で把握・共有されていない事

案

◆ より適切な支援を行うため

に、他の関係機関・関係者と

情報を共有しておく必要があ

ると考えられる事案

支援会議で取扱う主な事例

民生・
児童委員

早期的・相互補完的支援が可能に

本人同意なく情報共有が可能に

平成30年10月～
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生活困窮者自立支援法の各事業の委託について

○ 生活困窮者自立支援制度における事業の委託については、社会保障審議会の平成29年報告書において、以下の指摘があった。
・ 「施行後３年と間もない状況において、その着実な実施・浸透を図っていくためには、事業における支援の質や、積み上げて
きた信頼関係の継続性の確保や、質の高い支援を行うことができる従事者の育成・確保が重要である」こと

・ 「事業における支援の質や継続性等の観点から、マニュアルの改正などにより、自治体に対して、その委託に当たっての留意
点等を示すべきである」こと

○ この報告書の内容も踏まえ、平成30年３月に開催した全国主管課長会議の場を通じて、以下のとおり委託先選定に当たっての
留意点を都道府県等に対して周知するとともに、自治体事務マニュアル通知を改正する。

・ 委託先の選定等に当たっては、事業の質の維持の観点から、これまでの事業の評価結果を踏まえたものであること

・ 事業の内容に着目した選定が望ましいこと

・ 事業を利用する方の視点も踏まえた選定が望ましいこと

・ 自治体の契約のルールも踏まえつつ、事業の継続性の観点にも留意すること

・ 制度施行後３年目と間もない期間の中で、従事者の質的・量的確保を配慮した視点も重要であること

・ 委託先の選定に当たっては、事業の内容を中心とした総合的な評価を行うことが事業の質の維持等の観点から適切であ

り、価格のみの評価を行うことはその観点から必ずしも適切ではないこと

委託先の選定に当たっての留意点

こうした留意点の徹底により、生活困窮者自立支援制度の各事業における支援の質の維
持と継続性、委託事業における質の高い支援を行うことができる職員の安定的確保等を
図る。
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職種 主な役割

主任相談支援員

〇相談支援業務のマネジメント

・支援の内容及び進捗状況の確認、助言、指導

・スーパービジョン（ 職員の育成）

〇高度な相談支援（ 支援困難事例への対応等）

〇地域への働きかけ

・社会資源の開拓・連携

・地域住民への普及・啓発活動

相談支援員

〇相談支援全般

・アセスメント、プランの作成、支援調整会議の開催等一連の相談支援プロセスの実施、記録の管理、訪問

支援等（ アウトリーチ）

〇個別的・継続的・包括的な支援の実施

〇社会資源その他の情報の活用と連携

就労支援員

〇就労意欲の喚起を含む福祉面での支援

〇担当者制によるハローワークへの同行訪問

〇キャリア・コンサルティング

〇履歴書の作成指導

〇面接対策

〇個別求人開拓

〇就労後のフォローアップ 等

○ 自立相談支援機関において、以下の３職種を配置することを基本とする。
※ 各職種には主に以下のような役割が求められるが、自治体の規模等によっては、相談支援員が

就労支援員を兼務することなども可能である。しかしながら、それぞれの役割に縛られ過ぎる

のではなく柔軟に対応することも重要である。

自立相談支援事業の体制について
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